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はじめに

　近年，郊外を中心にショッピングモールやア

ウトレットモールが劇的に増加している。そこ

では，多様な年齢層の多様なライフスタイルを

もつ，多様な消費者に快適な消費空間が提供さ

れている。そして消費者はそこで，快適に自由

な消費活動を行い，施設内に設置されたフード

コートや娯楽施設で快適な時間を過ごすことが

可能となっている。

　その一方で，郊外型のショッピングモールの

出店によって，中心市街地の商店街が顧客を奪

われ，空洞化・シャッター街化する事態が生じ

ている［矢作  2005］。

　このような現象の背後には一体何があるの

か。

　ショッピングモールのディベロッパーたち

は，自らの経済的欲望の自由を推進するため

に，ショッピングモールを次々と出店し，消費

者たちはそこで自らの消費欲という経済的欲望

の自由を行使する。

　その一方で，中心市街地の商店街は疲弊し，

周辺住民は経済的欲望の自由から疎外されてし

まっている。

　たしかに経済主義の社会（1）である近代社会に

おける自由とは，経済的欲望の自由のことを意

味する。しかし，そのような私的な欲望への自

由を推し進めた結果，むしろ社会は液状化し 

［Baumann 2000＝2001］，あらゆる自由は経済

的欲望の自由に還元され，自由は多様な人びと

がアクセスできるものではなくなってしまって

いるのではないか。

　では，多様な人びとに開かれた自由は一体ど

こにあるのか。

　本論文は，上記の問題意識を出発点とし，消

費社会の変容を確認することを通じて，後期近

代における自由について考察していく。

　まず第一章では，近代的自由を構成する「二

つの自由」について考察し，「自由を動機づけ

るもの」を剔出する。さらに，高度経済成長の

限界において消費社会が出現した経緯について

確認し，消費社会における自由について考察す

る。

　次いで第二章においては，後期近代における

消費社会の変容について確認することを通じ

て，「自由を動機づけるもの」も大きく変化し

ていることについて考察する。

　そして第三章では，後期近代において「自由
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を動機づけるもの」であるアーキテクチャにつ

いて原理的に考察しながら，自由が不可視な制

約における選択の自由になりさがっている事態

を確認し，「自由であること」を確保するため

の道標を提示する。

第１章　近代的自由と消費社会

１－１　近代社会と二つの自由

　アイザリア・バーリンは「二つの自由概念」

において，自由を「消極的自由」と「積極的

自由」の二つに区別している［Berlin 1969＝

1971］。

　「消極的自由」とは，「わたくしが自分のする

選択を他人から妨げられないことに存する自

由」［Berlin 1969＝1971: 320］であり，「他者か

らの干渉の欠如」を意味する（ ～からの自由）。

それにたいして「積極的自由」とは，「ひとが

自分自身の主人であることに存する自由」であ

り［Berlin 1969＝1971: 320］，「自己支配」を意

味する（ ～への自由）。

　では，近代社会における自由について，これ

らの二つの自由の区別を参照しながら考察して

いくことにしよう。

　経済主義の社会である近代社会は，「経済的

欲望への自由」という「積極的自由」が基調と

なっているかにみえる。そして，そのような

「積極的自由」が遂行されるためには，「経済的

欲望への自由」を阻害するものが欠如している

必要がある。

　経済的欲望を自由に追求するためには，近代

以前まで支配的だった，迷信・因習・伝統的慣

習などのような「魔術（Magie）からの自由」

が実現されているのはいうまでもなく，経済的

欲望を阻害する規制などがない経済環境や市場

環境等の配備が必要だ（2）。たとえば，近年の新

自由主義的な政策をみると，経済的欲望をより

一層突き進めるために，あらゆる規制を緩和

し，「経済的欲望への自由」をさらに追求でき

るような「消極的自由」を行使しうる社会環境

を配備したことをみるとわかりやすいだろう。

　つまり，近代社会においては，「消極的自由」

が「積極的自由」の必要条件となっていると考

えることができる。

　しかしながら大澤真幸によると，上記で論

じたのとは逆に「積極的自由」が「消極的

自由」の必要条件であるという［大澤  2008: 

138-139］。これはどういうことか。

　「消極的自由」とは，「他者の介入」なしに複

数の選択肢を自由に選ぶことができる，「選択

の自由」が確保された状態である（3）。そこにお

いては選択肢の数が多ければ多いほど，「消極

的自由」の度合いが増す。

　しかし，無数の選択肢を目の前にしたところ

で，選択肢を選ぶという動機がなければ「消極

的自由」の状態は意味をなさない。バーリンの

寓意にしたがえば，目の前に複数のドアーが

あったとしてもドアーをあける動機がなけれ

ば，いずれのドアーも閉じたままだ。

　それゆえ，「積極的自由」の価値基準に準拠

して，「自己支配」を実現すべく選択を行なわ

なければ，「消極的自由」の価値は無意味にな

る。つまり「消極的自由」の価値は，「積極的

自由」が適正に行使できることを前提にしてい

るのだ。

　では，「積極的自由」が適正に行使されるた

めの動機とはなにか。それは非常に逆説的であ

るが，「他者からの介入」であるという（4）。

　複数の選択肢が与えられる際に，「あなたは
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これを選ぶべきだ」と欲望を喚起すべく介入す

る他者が選択肢を選ぶ動機づけをする。

　では，その「他者」とは何か。それは，ある

一定の価値観を供給するものである。具体的に

は，国民国家のような「大きな物語」［Lyotard 

1979＝1986］や，メディアや広告などのように

人びとに一定の価値観を供給するものが挙げら

れよう。たとえば，メディアや広告などのよう

な欲望を喚起する「他者」が多くの人びとの消

費活動の後押しをしているということを考える

とわかりやすい。

　ゆえに，人びとは「他者の介入」によって選

択を動機づけられることによって，「積極的自

由」を行使することができる。それと同時に

「選択の自由」が保障され，「消極的自由」の価

値を享受できるということになる。

　さて，ここまでを整理しよう。「積極的自由」

と「消極的自由」という二つの自由にはまず，

①「消極的自由」が「積極的自由」の必要条件

になっているという側面がある。そして次に，

②「積極的自由」が「消極的自由」の必要条件

になっているという側面もあることが確認でき

た。

　ここで，経済主義の社会である近代社会にお

ける自由について引きつけて整理すると以下の

ようになる。

　まず，①については，自由な経済活動を行な

う主体，つまり資本の論理あるいは市場の論理

のための自由の条件であるといえる。というの

も，自らの利益の最大化への欲望を充足させる

ために，経済活動を行なう主体がみずからの主

人となり「積極的自由」を行使できる「消極的

自由」の環境を求めるからだ。

　それにたいして②については，主に消費活動

を担う主体，つまり消費者の「消費への自由」

の条件であるといえる。消費者は「消費への自

由」という経済的欲望を充足するために，「他

者からの介入」に動機づけられながら，適正な

「積極的自由」を行使することをつうじて，「消

極的自由」を享受するからだ。

　このように，近代社会における自由は，この

二つの自由の二つの側面によって構成されてい

る。経済がすべてのものに優位する経済主義の

時代である近代においては，経済的欲望の自由

が自由の問題の価値観の軸をなしており，それ

が二つの自由を駆動しているといえる。

１－２　後期近代における消費社会の出現

　日本における消費社会の成立は，1970年代初

頭の高度経済成長の終焉に見いだすことができ

る。

　日本の「初期近代」の到達点である高度経済

成長期においては，消費者の欲望は，有限なも

のとして捉えられていた。それにたいし，高度

経済成長の終焉後の「後期近代」においては，

消費者の欲望は操作可能なものと捉えられるよ

うになった（5）（6）。

　本節では，高度経済成長期における消費のあ

り方と，高度経済成長の限界から生じる消費社

会の出現について考察する。

　高度経済成長期は，「経済成長」という「大

きな物語」が消費者の消費を動機づけていた。

この「経済成長」という「大きな物語」は，多

くの消費者にアメリカ的なライフスタイルへの

憧憬を抱かせ，消費への欲望を喚起した［牧 

2007: 77］。その象徴が，家電製品をはじめとす

る耐久消費財の消費である。

　いわゆる三種の神器（テレビ・冷蔵庫・洗
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濯機）の普及率は，当時の一般家庭の生活水

準から考えれば高価な商品であったにもかか

わらず，1950年代末から1960年代にかけて爆発

的に普及していった。1955年には洗濯機が約

４％，テレビと冷蔵庫は１％にも満たない普及

率だった。しかし，1960年には洗濯機45％，テ

レビ54％，冷蔵庫15％に激増した［吉見  2007: 

185］。

　特に，テレビの受信率の爆発的な増加によっ

て，アメリカ的なライフスタイルへの憧憬とい

う価値観が人びとに大量に供給されるようにな

る。というのも，1960年代前半までのテレビ放

送を支えていたのは，アメリカから輸入された

大量の番組であったからだ。アメリカ製の人気

ホームドラマが映しだす豊かな生活のイメージ

が，「経済成長」の理想像として，人びとに供

給されていた［吉見  2007: 170］。

　そのようなアメリカ的な豊かな生活というイ

メージは，洗濯機や掃除機，冷蔵庫などのよう

な家電製品によって，主婦の家事労働からの自

由を達成し，「家庭の民主化」を実現できると

いった価値観を供給した。その結果，多くの消

費者は消費への自由の欲望を喚起された［牧  

2007: 72］［吉見  2007: 190］（7）。

　このように，「経済成長」という「大きな物

語」は，人びとにアメリカ的なライススタイル

への憧憬に裏づけられた社会的な階層の上昇

と，「上流階級」への欲望を抱かせることによっ

て，「消費への自由」へと動機づけを行ってい

た（8）。そして人びとは，「消費への自由」を通

じて，生活水準向上への自由を追求していった

のだった。

　しかし，高度経済成長にも限界が訪れる。と

いうのも「経済成長」という「大きな物語」は，

そもそも消費者の欲望を急速に満たすことに

よって，アメリカ的なライフスタイルへの憧憬

を希薄化するとともに，社会的な階層の差異を

解消していくことを最大の目標としていたから

だ。

　有限な素材たる消費者の欲望を源泉とする大

量生産による価格の引き下げは，需要の拡大を

進め，資本の蓄積を生み出す。そして，資本の

蓄積は大量生産の合理化を推し進める。大量生

産の合理化と，さらなる技術革新をおこなうこ

とによって「生産への自由」を阻害するものを

不在とする「消極的自由」の環境を確保しつつ，

「経済的欲望への自由」をさらに追求する。

　その結果，生産力が成熟することで，過剰生

産に陥り，消費は飽和点に達してしまう（9）。現

に，耐久消費財の普及率をみると，1970年まで

には冷蔵庫や洗濯機は90％を超えており，1975

年までには95％の世帯で冷蔵庫，掃除機，洗濯

機，カラーテレビを所有していたことが確認で

きる［牧  2007: 81］。

　人びとの生活水準の向上で社会的階級の差異

等が縮小することによって，消費者を動機づけ

ていたアメリカ的なライフスタイルや「上流階

級」への憧憬といった「大きな物語」も機能不

全に陥ることになる（10）。そして，消費者を「消

費への自由」へと動機づける「大きな物語」も

凋落するとともに，有限な消費者の欲望も枯渇

してしまった。

　このような消費者の欲望の枯渇と「大きな物

語」の凋落を受けて，新たな差異の創造に基づ

いて，消費者の欲望を創出する消費社会（11）が

出現することとなる。

　高度経済成長期における単一の商品の大量生

産から，差異化にもとづく多品種少量生産へと
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転換を行なうことにより，「機能性や合理性を

基盤とするモノ作りの社会」から「消費者の

欲望を創出する社会」へと転換された［内田  

1987: 7］。

　生産者は差異化された商品，記号化された商

品を生産することによって，消費者の欲望を創

出する。それを通して，自らの「積極的自由」

を行使できる「消極的自由」の環境を創出する

ことによって「経済的欲望への自由」を拡大し

ていくことになる。

　消費社会においては，消費者の欲望は差異を

生産することによって操作可能なものとして捉

えられる。それゆえ，消費社会においては限界

効用よりも「限界差異」が追求される。生産

されるモノも，「使用価値」という視点からは

捉えられない「超機能的なモノ」［内田  1987: 

18］が大量に生産されるようになる。そして

モノは，他の物との差異の体系のなかで，「記

号」としての価値を獲得していくこととなる 

［Baudrillard 1970＝1979］。

１－３　消費社会における自由

　消費社会における消費者の最大のテーマは，

「消費への自由」を通じた自己アイデンティ

ティの形成であるといえる。「大きな物語」が

凋落した後期近代の社会においては，個人が自

らの物語を紡ぎだし，自己アイデンティティを

形成し，維持することになるからだ（12）。

　例えば，リースマンは『孤独な群衆』のなか

で，差異の生産の軸になる「製品差」と似たよ

うな考え方が，パーソナリティの生産につい

てもあてはまるといっている［Riseman 1961＝

1964: 38］。つまり差異化は生産の場のみならず

消費の場においても重要な要素となり，パーソ

ナリティや自己アイデンティティの形成にも影

響を与えるということだ。

　また，1980年代のパルコや西武百貨店の広告

における，「女の時代」「じぶん新発見」「裸を

見るな裸になれ」といったキャッチコピーに象

徴されるように，消費社会では消費することの

意味と生きる意味（自分らしさ）とが密接に

結びついていることが確認できる［三浦  2005: 

102］。

　これらのことからも消費社会においては「自

分らしさ」の探求と自己アイデンティティの形

成が大きなテーマとなっているということがわ

かる。

　本節では，消費を通じた自己アイデンティ

ティの形成について考察し，消費社会における

自由を動機づけるものを剔出していくことにす

る。

　リースマンは，消費社会における消費者の社

会的性格を「他人志向型（other-directed type）」

と類型化した［Riseman 1961＝1964］。他人志

向型に共通するのは，自らの選択の決定が，同

時代人によって方向づけられるという点だ。こ

の同時代人という他者は，直接の知りあいで

あることもあるし，マスメディアを通じて間

接的に知っている人物であってもかまわない

［Riseman 1961＝1964: 17］。

　そして，同時代人という他者からの信号にた

えず注意を払うプロセスが，「他人志向型」の

人生を特徴づけるものであるという。では，消

費社会における同時代人という他者とは一体な

にか。

　すでに述べたように，消費社会においては，

消費者の欲望は操作可能なものと捉えられてい

る。生産者は，絶えず記号としての価値をま
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とったモノの生産と，メディアによる広告戦

略によって，消費者の欲望を創出する［内田  

1987: 11］。

　そして消費者は，メディアを通じて発信され

る同時代人という他者のイメージへの同一化を

通じて，自己アイデンティティ形成を図ろうと

する。

　またその一方で消費者は，同じような消費傾

向にある他者との差異化によっても自己のアイ

デンティティ形成を図ろうとする。より良い商

品を消費することによって他者との差異化を図

りつつ，同じような消費傾向にある同時代人と

いう他者からの承認を獲得することで「他者と

は違う自分」というアイデンティティを形成す

る［Riseman 1961＝1964: 69-70］。

　このように消費者は，メディアから発信され

るイメージへの同一化を図りつつも，他者との

差異を確認しながら，多様な選択肢のなかか

ら「個性的な商品」を選択することによって

「私らしさ」を追求するのである（13）［Baudrillard 

1970＝1979: 110］。

　消費社会における「他人指向型」の消費者は，

同時代人への同一化と差異化を図ることを通じ

て自己アイデンティティの獲得へと向かう。つ

まり，「他人指向型」の消費者の「消費への自

由」は，同時代人という他者の視線によって動

機づけられているといえよう。消費者は，絶え

ず変動する「他者の視線」を内面化し，「消費

への自由」を通じて再帰的に自己アイデンティ

ティを形成することとなる［Giddens 1991＝

2005: 210］。

　つまり，「大きな物語」が凋落した消費社会

において消費者は，「他者の視線」という「小

さな物語」によって，「選択の自由」が保障さ

れ，「消費への自由」へと向かう。

　そして，「消費への自由」こそが，消費社会

においては個人的自由，とくに他者と異なる

自由，「アイデンティティをもつ」自由を獲得

するための必須条件となる［Baumann 2000＝

2001: 109］。

第２章　後期近代における消費社会の変容

２－１　「他者の視線」の後退

　―― 百貨店からショッピングモールへ ――

　消費社会において消費者は，絶えず変動する

「他者の視線」を内面化しつつ「消費への自由」

を享受することを通して，アイデンティティを

形成してきた。

　しかしながら，この「他者の視線」の内面化

を通じた「消費への自由」の動機づけは，いま

や後退しつつある。

　本節では，主に1990年代から2000年代にかけ

て生じた消費社会の変容について考察し，消費

者の「消費への自由」を動機づけていた「他者

の視線」にかわるものが前景化しつつあること

を確認していく。

　まず，「多様な商品の差異の体系」たる商品

群を消費する場である百貨店の店舗数と売上の

推移を確認しよう。

　経済産業省の統計によると，1991年の百貨店

の店舗数は478店舗で，売上高は11兆３千４百

90億円であった。しかし，1999年になると394

店舗の９兆７千50億円に減少し，さらに2007

年には271店舗の７兆７千80億円へと減少して

いることが確認できる［経済産業省  2009］（14）。

つまり，16年間で店舗数は56％へと減少し，売

上高は67％へと落ち込んだ。もはや百貨店は，

消費社会において大きな影響力を持たなくなっ
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てしまっていることが確認できる。

　このような百貨店の凋落に対して対照的な

のがショッピングモール（15）である。社団法人

日本ショッピングセンター協会のデータによ

ると（16），1990年から1999年までにオープンした

ショッピングモールは1,030店舗であり，さら

に2000年から2008年までには748店舗がオープ

ンしており，1990年代以降に激増していること

がわかる。そして，2008年時点において，2,980

店舗のショッピングモールが全国にある（17）。

つまり，1990年代から2000年代にかけて，百貨

店は急速に落ち込んだのに対して，ショッピン

グモールは急激な伸びをみせた。

　消費社会において百貨店は，商品を消費する

場として機能していた。それに対して，ショッ

ピングモールは，サービスを通じて時間を消費

するテーマパークとして機能している。

　近年，多くの商品を取り揃える店舗を集積さ

せるのもさることながら，フードコートや飲食

店舗，エンターテイメント施設などを整備し，

テーマパーク化が進んでいる大規模ショッピン

グセンターが多く見られる。

　アラン・ブライマンは，消費社会が深化する

ことによって，多くの消費者の関心が，商品

からサービスへと移行していくといっている

［Bryman 2004＝2008: 41］。深化した消費社会に

おける消費者にとって極めて重要なのは，サー

ビススケープ（service scape）であるという。

　サービススケープの構成要素のなかで際立っ

ているのが，サービスの行われる物理的環境だ

［Bryman 2004＝2008: 41］。それは，商品そのも

のよりも，サービスを提供する消費空間への物

語の付与を行い，消費空間のテーマ化をはかる

ことによって構築される。いわば消費空間の

「ディズニー化」（18）が行われるわけだ［Bryman 

2004＝2008］。

　また，ショッピングモールでは，消費者の動

きを物理的な環境によって誘導する仕組みが多

く導入されている。店の周囲で座り込んだり，

立ち止まったりするのを防ぎ，人の流れをとど

まらせないように設計され［Barber 2001: 204］，

テーマ化された空間のなかの什器や商品のレイ

アウトが巧みに配置されている。そうすること

によって，消費者の視線や動線をコントロール

し，消費者を気づかずうちに消費へと誘導する

ことが可能となる（19）。

　このように，ショッピングモールにおいて

は，消費者がテーマ化された非日常的な消費空

間でサービスを享受しつつ，効率的に動くこと

によって，「消費への自由」を行使できる物理

的環境が仕掛けられている。ローレンス・レッ

シグは，このような「物理的に作られた環境」

をアーキテクチャと呼んでいる［Lessig 1999＝

2001: 154］。アーキテクチャによって，消費者

が行為を行う消費空間のあり方に手を加えるこ

とを通して，消費者の行動をコントロールする

ことが可能となる。

　そして，消費社会の変容において，消費者の

「消費への自由」を動機づけていたものも大き

く変わる。「他者の視線」を内面化することに

よって「消費への自由」を追求していた消費者

は，「他者の視線」を介さずにアーキテクチャ

によって脊髄反射的に「消費への自由」へと向

かうこととなる。つまり，消費者を動機づけて

いた「他者の視線」は後退し，アーキテクチャ

が消費者の「消費への自由」を動機づけるもの

となった。
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２－２　消費社会の変容がもたらすもの

　―― 地方都市の空洞化 ――

　ジョック・ヤングは，後期近代の社会を過剰

包摂型社会と特徴づけている。そこでは，包摂

と排除の両方が一斉に起きていて，大規模な文

化的包摂と構造的な排除が同時に起きている

という（20）［Young 2007＝2008: 69］。では，この

ジョック・ヤングの図式に即するなら，後期近

代の過剰包摂型の消費社会とは，一体いかなる

ものか。

　以下，百貨店からショッピングモールへの移

行を可能ならしめた背景について確認していく

ことを通じて，過剰包摂型の消費社会において

何が起きているのかについて考察していく。

　百貨店からショッピングモールへの移行に象

徴される消費社会の変容は，1990年の日米構造

協議に端を発している。

　1973年に制定された「大規模小売店舗法（大

店法）」（21）は，OECDを始めとするグローバル

な規制緩和の潮流のなか，日米構造協議を契機

として，WTOをも巻き込んだ形で国際的な改

正圧力をうけることとなった。

　その結果，1992年に施行された改正大店法に

よって，ショッピングモールをはじめとする大

型店の出店が加速することとなる（22）。そして，

2000年には大店法は廃止され，大規模小売店舗

立地法（大店立地法）が施行される。それに

よって，大型店の出店が原則として自由となっ

た。つまり，大型店は希望する規模の店舗の店

を，どこにでも原則として自由に出店できるよ

うになった。

　２－１において触れた1990年代から2000年代

にかけてのショッピングモールの出店数の爆発

的な伸びの背景には，このような法整備の過程

があった。それは，グローバリゼーションの一

環としての「市場の自由」を推し進めるもので

あり，いわば経済活動を行なう主体たる生産者

または供給者側の「経済的欲望への自由」を確

保すべく，生産や供給を阻害するものを排除し

た「消極的自由」の環境を配備するものであっ

た。

　では，このような法整備によってなにが生じ

ているのか。具体的に見ていくことにしよう。

　改正大店法以前までは，地方都市の中心市街

地において大型店と商店街の共存共栄をはか

ることによって，まちづくりが可能となる規

制が働いていた（23）。しかし改正大店法により，

そのような規制が緩和されることによって，

ショッピングモールの郊外への出店ラッシュが

続くこととなる。というのも，郊外では，広大

な土地に大規模な駐車場を完備して，より多く

の買い物客を収容できるだけでなく，中心市街

地に比べて環境に対する規制が緩いからである

［矢作  2005: 8］。

　ショッピングモールの郊外への出店ラッシュ

によって，大型店と商店街の共存共栄によるま

ちづくりを進めようとする地方公共団体の都市

計画に反して，買い物客が郊外へと流れる。そ

して，中心市街地の大型店が淘汰されるととも

に，商店街も空洞化し，シャッター街化するこ

ととなる［深津  2007: 120-121］。

　またその一方で，郊外へのショッピングモー

ルの出店が激化するとともに，過当競争の様相

を帯びることとなる。

　2004年に行なわれた日本商工会議所の調査

によると，回答のあった調査対象地域（全国

三六七商工会議所）のうち30.7％で大型店の閉

店が増加傾向にあるという。それを立地別に整
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理すると，「中心市街地」が50.9％と過半数を

占めているが，「中心市街地周辺」「郊外」も合

計39％あった。そのうち，空き店舗のままに

なっている閉店した大型店が30.9％あり，これ

に建物を壊して空き地となっているものを加え

ると，40％を超える［日本商工会議所  2004］。

　つまり，1990年代から2000年代にかけて，郊

外型のショッピングモールが急激に増えるとと

もに，競争が激化し，淘汰されるショッピング

モールもでてきていることが確認できる（24）。

　そして，ショッピングモールのディベロッ

パーたちは，店舗効率の悪くなった店について

は閉店し，閉店店舗を上回る数の新規出店を続

けることによって，企業体としての収益の確保

するといった，「スクラップ・アンド・ビルド」

形式の経営を続けることとなる［矢作  2005: 

6］。

　多くのショッピングモールは，若者や子ども

連れのファミリーから高齢者にいたるまで，多

様な利用客に快適な消費空間を提供するという

コンセプトで作られている。そのようなコンセ

プトで多くの消費者を大量に包摂する一方で，

店舗効率が悪くなると閉店し，消費者を排除す

るといったことが行われているのだ。いわばそ

こでは，求心力と遠心力が潮の干満のように働

いており，静態的で安定したものはほとんどな

い［Young: 2007＝2008: 52］。

　過剰包摂型の消費社会において，中心市街地

も郊外も空洞化し，地方都市は疲弊していくこ

ととなる。求心力と遠心力を軸にした「経済的

欲望への自由」の一方で，消費者は「消費への

自由」へのアクセスが困難となっていく。はた

して自由はどこにあるのか。

　次章では，後期近代の過剰包摂型社会におい

て前景化したアーキテクチャについて原理的に

検討することを通じて，自由の所在について考

察していくことにしよう。

第３章　後期近代における自由の変容
「自由であること」を確保するために

３－１　アーキテクチャの前景化

　―― 内面から環境へ ――

　社会的規制は，自由を制限しつつも，自由を

保障するという両義的な機能をもつ。それは時

には自由の脅威となることもあるが，適正な規

制が行われることによって自由が保障される。

つまり，社会的規制によって「積極的自由」を

行使できる前提の「消極的自由」の環境が確保

され，またそれが，「消極的自由」の後押しす

るものとしても機能する（25）。

　ローレンス・レッシグは，社会を規制する

手段には，法・市場・社会的規範・アーキテ

クチャの四つのモードがあるといっている

［Lessig 1999＝2001: 429］。法は刑罰などの法

的制裁をつうじて，社会的規範は共同体的な

まなざしを通じて，市場は価格をつうじて，

アーキテクチャは「物理的につくられた環境に

よって」社会を規制する［Lessig 1999＝2001: 

429-431］。そのなかでもレッシグは，特にアー

キテクチャによる規制について注目している。

　以下，レッシグが提示した社会的規制の四つ

のモードについて，権力の形態の変容を敷衍し

ながら考察していく。

　ミシェル・フーコーは，『監獄の誕生』にお

いて，監視の視線を内面化することによって

作動する規律訓練型権力を提示した［Foucault 

1975＝1977］。この規律訓練型権力のメカニズ

ムは，学校や工場，病院など，近代社会の側面
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のあらゆるところに適用されてきた。

　フーコーの提示した規律訓練型権力によっ

て，社会的規制は，人びとが法や社会的規範を

内面化することをつうじて効果を発揮する。つ

まり，規律訓練型権力は，法や社会的規範にお

いて作動する。人びとは内面化された法や社会

的規範に準拠して，あるときは自らの自由な行

為を制限し，あるときはそれらを準拠に自由な

行為へと向かう。

　たとえば，第１章と第２章で論じたように，

高度経済成長期においては，「大きな物語」と

いう国民国家にまで拡張された社会的規範を内

面化することによって，人びとは「消費への自

由」へと向かった。次に到来した消費社会にお

いては，「他者の視線」という「小さな物語」

である社会的規範を内面化し，「消費への自由」

へ向かい，自己アイデンティティを形成してき

た。

　では，この規律訓練型の権力は，いまでも有

効であるのか。

　ジル・ドゥルーズは，規律訓練型の権力の

代わりに台頭しつつあるのは，情報処理やコ

ンピュータネットワークをベースにした「管

理型」の権力であると考察している［Deleuze 

1990＝1996］。この「管理型」の権力こそが，

アーキテクチャによる社会的規制において作動

する権力である。

　アーキテクチャは，行為の可能性自体を奪う

ことによって機能する［大屋  2007: 137］。行為

がなされる前に行為する可能性自体を，行為

がなされる環境から事前的に消去してしまう。

「アーキテクチャは，主観化がまったくなくて

も制約できる。鍵は，鍵がドアをブロックして

いるのを泥棒が知らなくても，泥棒を制約す

る」［Lessig 1999＝2001: 436］。つまり，アーキ

テクチャによる規制は，環境そのものに埋め込

まれているため，内面化を介することがない。

　佐藤嘉幸によると，この規律訓練型の権力か

らアーキテクチャによる規制を軸にした「管理

型」の権力への移行は，新自由主義的統治への

移行に因るものである［佐藤  2009］。

　規律訓練型の権力とは違い，「管理型」の権

力は，内面化を必要としないがゆえに，個人に

規律を認知させ，教育するコストが不要であ

る。低コストで効果的な規制を行なうことがで

きるわけだ。そして，個々人の内面に働きかけ

るのではなく，個々人がおかれた環境へと介入

し，アーキテクチャによって，その環境におけ

るゲームの規則を設計することで環境の最適化

を図ることとなる［Foucault 2004＝2008: 319］

［佐藤  2009: 67］。

　また，このアーキテクチャによる環境の最適

化は，環境に市場を軸にした競争原理をも埋め

込むことによってなされることとなる［佐藤  

2009: 78］。２－２で論じたことを敷衍すると，

改正大店法と大店立地法によって，大型店の出

店への規制が緩和されることで，ショッピング

モールの競争原理の環境が配備されるように

なった。それによって，経済活動を行なうディ

ベロッパーたちの「経済的欲望への自由」を実

現する「消極的自由」の環境が整備され，アー

キテクチャが仕掛けられたショッピングモール

を乱立させ，消費者を囲い込み，アーキテク

チャによって消費者を「消費への自由」へと向

かわせる。

　このように，消費者を「消費への自由」へと

動機づけるものの変容は，規律訓練型の権力か

ら「管理型」の権力への移行をつうじて，アー
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キテクチャと市場による規制が前景化すること

によって決定づけられるのである。

３－２　�不可視な制約のなかの選択の自由と自

由の所在

　それでは，アーキテクチャと市場による規制

は誰が構成するのか。法は，民主主義の原理に

則るならば国民国家を構成する主権者たる国民

によって構成され，社会的規範は，社会の成員

のまなざしによって構成される。それにたいし

て，アーキテクチャと市場による規制は，私的

利益を追求する企業によって構成される。つま

り，過剰包摂型の消費社会においては，社会的

規制によって保障される自由は，経済的欲望を

追求する私的企業によって構成されているわけ

だ。とはいえ，そのような自由は，多様な消費

者のニーズを市場を介して吸い上げた結果でき

あがったものであり，消費者である私たちが望

んだ自由でもある。

　ところでワインスタインは，「自由あるいは

不自由を感じること」と「自由あるいは不自由

であること」について考察している［Weinstein 

1965］。

　自由を感じるのは，自由への欲望が強い場合

に，それを阻害するものが不在の場合である。

同様に，不自由を感じるのは，自由への欲望が

強い場合に，その欲望を阻害するものがある場

合である。

　反対に，自由への欲望が弱い行為に対して

は，それを阻害するものが存在しなくても自由

を実感しにくいし，存在したとしても不自由を

実感しにくい。

　それゆえ，ワインスタインによると「自由を

感じること」と「自由であること」は異なるの

だ。

　アーキテクチャによる規制の下では，消費者

の選ぶ選択肢は，あらかじめ提示されている。

したがって，アーキテクチャによる規制の下で

の自由とは，提示された選択肢を，提示される

がまま選択する行為であるといえる。

　また消費者が「選択の自由」を行使する以前

から，事前的に効果を発揮するアーキテクチャ

の下では，自由と規制が不可視であり，それら

を実感することが困難であるとともに，消費者

を「消費への自由」へと動機づけるものも不

可視である。いわば「潜在的な選択」［Berlin 

1969＝1971: 58］が排除されてしまっており，

選択肢が不可視化されてしまっているといえ

る。そこにおいて消費者は，自由を擬似的に感

じることはできるかもしれないが，「自由であ

ること」と「不自由であること」が隠蔽されて

しまっている。

　このように，不可視な制約のなかの選択の自

由に堕してしまった自由は，果たして私たちの

望む自由であるのか。

　以下，「自由であること」を，いかに私たち

の手に取り戻すのかについて，リバタリアン・

パターナリズムについての批判的検討を手がか

りに考察していく。

　アメリカの憲法学者のキャス・サンスティー

ンが提唱するリバタリアン・パターナリズム

は，選択肢の配列や制度のアーキテクチャに改

良を加えることで，人びとの自己決定を尊重す

る一方で，人びとの行動を一定方向へ回路づけ

ようとする構想である。いわば，個人の自己決

定を尊重する自由主義の精神と，各人の利益の

最大化を目指すパターナリスティックな配慮の

それぞれを両立させようとする試みである［中
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山  2009: 143］。

　たとえば，カフェテリアに並べられている料

理の皿の順番や位置を変えるだけで，多くの人

が手前に置かれた低カロリーの健康メニューを

選びとるようになるという実験結果があるとい

う。このケースに見られるように，善意の押し

付けにより各人の自由な選択を侵害せずに，あ

たかも「背中をそっと押す（nuge）」ような仕

方で，その利益や福祉の増大を図ることは可能

であるという考え方だ。そして，医療と健康，

環境政策，年金制度等のような公共的決定は，

行為自体を押し付けるのではなく，その利益を

最大化するような選択のアーキテクチャを目指

すべきであるとしている。［Thaler & Sunstein 

2008＝2009: 10-15］［中山  2009: 144-145］。

　上記のような考え方は，一見，自由な選択の

余地を残し，個々人を有益な方向へと導き，福

祉を増大させるという点で，アーキテクチャの

有効な使用方法として受け取ることもできる

し，ショッピングモールのディベロッパーたち

が自ら仕掛けるアーキテクチャを単に正当化す

るためのロジックのようにもみえる。しかしな

がら，ここで重要なのは，誰がどのような権限

のもとでアーキテクチャを設計するかというこ

とである。リバタリアン・パターナリズムの

考え方には，それが欠落している［中山  2009: 

145］。

　ウルリッヒ・ベックは，後期近代の社会にお

いては，個人の生活様式のみならず，公共的決

定のあり方も変化を余儀なくされるといってい

る。ベックのリスク社会論によると，後期近代

の社会においては，主に科学技術の分野におけ

る予測不可能なリスクを抱える諸問題に関して

は，その評価や決定の権限は専門家や行政官の

手から解放され，市民やNGO等も含めた多様

な関係者や集団による「サブ政治」を立ち上

げなければならないという［Beck 1986＝1998: 

377-383］。

　このベックの議論は，いままで考察してきた

消費社会についてもあてはまる。２ -２で論じ

たように，ショッピングモールの苛烈な出店競

争は，地域コミュニティに，消費者の便利さや

快適さを与えるとともに，事業効率低下による

閉店の場合の地域コミュニティの空洞化といっ

た大きなリスクをもたらす。地域コミュニティ

におけるショッピングモールのあり方につい

て，その必要の可否も含めた意思決定は，ディ

ベロッパーのみに集約されるのではなく，その

地域コミュニティのおける複数の関係者や集団

による「サブ政治」によって担われた方がその

地域コミュニティにとって有益である。

　それゆえ，アーキテクチャを設計する担い

手は，様々なステイクホルダーへと分散させ，

ベックのいうところの「サブ政治」の立ち上げ

が必要となってくる。多様なステイクホルダー

の参加のもと，様々な水準での議論を重ねる

「熟議の場」の創出が必要だ。そして様々なス

テイクホルダーによるアーキテクチャの設計を

つうじて，「自由であること」を確保すること

が可能となる。

結

　ベンジャミン・バーバーは「＜私の＞場所で

あるショッピングモールが，＜私たち＞の場所

である民主主義と混同される」［Barber 1998＝

2007: 29］といっている。これは，私的な事柄

であるはずの経済的欲望への自由が，「＜私た

ち＞」の場所である市民社会を侵食していく事
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態のことをいっている。

　市民社会を私的な領域の代用物として，ある

いは消費者の選択の同義語として捉える消費社

会においては，依頼人としての市民，顧客とし

ての投票者，消費者としての民主的参加者が存

在するだけだ。そこでは，表面的に役立つだ

けの未熟な社会関係しか構築できない［Barber 

1998＝2007: 28-29］。

　ゆえにバーバーは，「＜私たち＞の場所」で

ある市民社会を確保するために，様々なステ

イクホルダーによる「強靭な民主主義（strong 

democracy」を立ち上げるべきであるといって

いる［Barber 1998＝2007］。

　これまで論じてきたことからもわかるよう

に，近代社会における自由とは，私的な経済的

欲望の自由を意味していた。特に後期近代にお

いては，自由は経済活動を行なう側の私的な経

済的欲望への自由に回収されるとともに，自由

の所在が不明確になってしまっている。

　では「私たちの自由」を確保するためにはど

うすればよいのか。そのためには，複数のステ

イクホルダーによる，「誰のための自由である

のか」「なんのための自由であるのか」につい

ての熟議が必要だ。それを通じて，社会を規制

する法・市場・社会的規範・アーキテクチャを

社会の適正な場所に埋め戻すことにより，自由

の所在を明確にすることが可能となる。「私た

ちの自由」の確保は，そこから始まるのだ。

〔投稿受理日2010. 5. 22／掲載決定日2010. 6. 10〕

注
⑴　経済的欲望は，人間の生存条件を満たす欲望の

一部にすぎない。しかし，経済主義の社会である
近代社会は，経済的欲望を人間の欲望のすべてで
あるかのような錯覚に陥った社会である［田村 

2007: 78］。それゆえ，近代社会においては，自由
は経済的事由に還元され，「政治的自由」などを始
めとする自由は経済的自由に包摂される。

⑵　「消極的自由」の環境の配備は，「積極的自由」
の価値基準によるものであるという見方もできる。
しかし，それが一見「積極的自由」の価値基準に
よってなされるものであるようにみえても，「消極
的自由」を実現させるためになされるのであり，
結局は「消極的自由」の価値基準に準拠してなさ
れている。

⑶　バーリンは，「消極的自由」について「どれぐ
らい多くのドアーが開かれているか」という選択
肢の量の問題を重視している［Berlin 1969＝1971: 
58］。しかし，これについてはいくつかの批判が
ある。選択肢の量を意味する「機会概念」ではな
く，選択肢の質を意味する「行使概念」を重視す
る［Taylor 1979］，「消極的自由」を万人に付与す
ることと，行為者が「消極的自由」に実際にアク
セスして行使することを保証することは異なると
する［齋藤  2005: 35］，自己の抑えがたい衝動，能
力の欠損などの「行為主体に属する要因」が「消
極的自由」を阻害するものに含まれないのであれ
ば，「消極的自由」は「積極的自由」に転化すると
いう［井上  2008: 33］など。

⑷　大澤はこれを「超越論的な性格を帯びて現れる
第三者の審級」と表現している［大澤  2008: 138］。
きわめて抽象的な表現であるが，いいかえると欲
望を喚起し，選択の決定の後押しをするものであ
り，本文で述べたように一定の価値観を供給する

「大きな物語」や社会的規範，共同体的規範，メ
ディアや広告がこれに該当する。

⑸　この「初期近代」と「後期近代」の時代区分は，
［Beck 1986＝1998］の「単純な近代化」と「反省
的な近代化」に拠る。「単純な近代化」，つまり「初
期近代」は大量生産・大量消費がベースになって
いる高度経済成長期の産業社会であり，「反省的な
近代化」，つまり「後期近代」は産業社会の限界を
迎えた1970年代以降の時代のことをいう。

⑹　内田隆三によると，社会学的な意味での消費社
会の成立は，「T型フォードの敗北とGMの戦略の
勝利」に見出すことができる［内田  1987］。フォー
ドが消費者の欲望を「容量の限られた素材のよう
なもの」［内田  1987: 27］と捉えていたのにたいし，
GMは消費者の欲望を操作可能な変数として捉え
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た。T型フォードの生産中止は，生産者の消費者
の欲望の捉え方が変化したことと，それにともな
う消費者の欲望を動機づけるものが変化したこと
に起因する。本論では，いわゆるフォード主義を
日本の高度経済成長に重ねあわせて考察する。

⑺　［牧  2007］によると，高度経済成長期における
日本の生活水準の向上は，以下の二つの傾向に特
徴付けられる。①世帯における主婦労働と労働節
約的な耐久消費財の代替，②家計内生産から外部
化のプロセス（クリーニングの外部化やレストラ
ンなどでの外食）［牧  2007: 72］。

⑻　この高度経済成長期においては，生産者の自由
と消費者の自由の利害関係が一致していた。とい
うのも，生産者は，近代化・工業化を目的とした
生産水準の向上を目指し，消費者は，高額な耐久
消費財の購入を通じた生活水準の目標としていた
からだ［牧  2007: 84］。

⑼　高度に経済が発展すると「大量生産・大量消費」
の経済から「多品種少量生産」の経済へと移行す
る。成熟飽和経済の下で生産全体を拡大するとな
ると，より多様な機械を導入し，いっそうの多品
種生産となる。つまり，本文でも後に論じるよう
に，差異化された多様な商品を生産するようにな
る。しかしながら，それぞれの品種は少量である
がゆえに，「規模の利益」が得られず，生産性をあ
げることが困難となる［田村  2007: 229］。

⑽　リオタールはポストモダン社会を，近代という
時代を根本的に規定していた「大きな物語」に対
する不信感として現れた時代であるとしているが

［Lyotard 1979＝1986: 97］，その不信感の現れは，
日本においては高度経済成長の限界によって決定
づけられたものであるといえる。

⑾　本論文では，生産のシステムが消費者の欲望を
創出する，自己準拠の構造をもつ社会を，消費社
会と定義する［内田  1987: 7］。

⑿　これは，後期近代における個人化の進展も大き
な要因の一つであるといえる［Beck 1986＝1998］。

⒀　それゆえ，消費者はアイデンティティを形成す
るために消費依存，買い物への普遍的依存へと向
かうことになる［Baumann 2000＝2001: 109］。

⒁　さらに2009年の売上高は，７兆円を割り込んだ
（「日本経済新聞」2010年１月24日朝刊）。

⒂　本論文では，ディベロッパーによって計画的に
設計され，駐車場を兼ね備えた，小売業を中心に

公共施設や娯楽施設，サービス施設などを兼ね備
えた多店舗複合体を，ショッピングモールと定義
する（社団法人日本ショッピングセンター協会の
定義による。http://www.jcsc.or.jp/what_sc/index.html 
2010年５月14日閲覧）。

⒃　社団法人日本ショッピングセンター協会の統計
による（http://www.jcsc.or.jp/data/sc_state.html  2010
年５月14日閲覧）。

⒄　また，ショッピングモールのなかでも，服やバッ
グなどの売れ残りを主力商品とするアウトレッ
トモールも2007年に4,000億円だった市場規模が，
2008年度に5,000億円を突破し，施設数は現在35箇
所で，2000年の２倍に膨れあがった。今後も２桁
程度の成長が続き，５年後には8,000億円に膨れる
との予測もある（「日本経済新聞」2010年１月24日
朝刊）。

⒅　たとえば，南大沢にある巨大な三井アウトレッ
トパークは，2008年４月１日に改称されるまで
は，南仏「プロヴァンス風の街並み」と「祝祭（la 
Fête）」とテーマ化され，プロヴァンスに住むヴェ
ルヌ一家がタイムマシンにのってやって来て住み
着いた街という物語が付与され，「ラ・フェット多
摩」と呼ばれていた［谷口  2009: 55］。

⒆　藤村龍至は，その最も端的な例として IKEAを
挙げている。家具のディスプレイや売り場ごとの
テーマを巧みに空間に埋め込むことによって，ま
るで店舗の空間全体が検索性の高いインターネッ
トブラウザのように機能しているという［藤村  
2009: 88］。

⒇　［Young 2007＝2008: 69］において，貧困層の社
会的排除について重点的に論じられているが，本
論では，ショッピングモールが引き起こす構造的
排除について論じる。

�　大店法の廃止に代わって制定されたのは，「大店
立地法」「中心市街地活性化法」「改正都市計画法」
の「まちづくり三法」である。

�　1973年に制定された「大規模小売店舗法（大店
法）」は，もともとスーパーマーケットを規制の対
象としていた［深津  2007: 126］。

�　従来は，法律による規制に加えて，条例などに
よる「上乗せ規制」や「横出し規制」により二重・
三重に厳しく規制が行われていた［深津  2007: 
120-121］。

�　「まちづくり三法」の規制緩和による無秩序な
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出店が繰り広げられた結果，「地域の生活環境保
持」は極めて困難になった。その結果，「まちづく
り三法」が見直され，新たにゾーニング規制の考
え方を導入するとともに中心市街地活性化の対策
を強化した改正法が2006年に成立し，2007年10月
から施行されている。それをうけて，改正法の全
面施行までのあいだに，大型商業施設のかけこみ
出店が多く見受けられた。（全国商工団体連合会
による実態調査　http://www.zenshoren.or.jp/chiiki/
oogata/070430-08/kakekomi.pdf　2010年５月14日閲
覧）

�　井上達夫によると，社会的規制は自由を阻害す
る危険性があるものの，適正に規制することに
よって自由が担保される。具体的には，「国家・市
場・共同体」の「秩序のトゥリアーデ」によって，
適正に社会的規制が働き，人びとの自由が保障さ
れる［井上  2008: 58-59］。
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